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解説：地震発生確率の計算方法 
BPT 分布に基づく場合とポアソン過程に基づく場合 

（最新活動時期が分かっている場合）
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主要活断層帯の地震や海溝型地震は繰り返し発生し、その活動間隔は BPT 分布（Brownian 

Passage Time 分布）に従うと考えられている。BPT 分布は、次の模式図の例では左のような確

率密度関数となり、例えば過去の最新活動時期から 2500 年後～2530 年後に再び地震が発生す

る確率は水色部分の面積となる。仮に現在「最新活動から 2500 年経過」していると、「今後 30

年以内に地震が発生する確率」は「水色の面積÷（水色の面積＋黄色の面積）」となる。最新

活動からの経過年数とその時点から 30 年以内に再び地震が発生する確率は、次の模式図の例

では右のようになる。 

一方、過去の最新活動時期が不明の場合もある。その場合には、地震の発生が「ポアソン過

程」に従うと仮定し、「平均的には何年間隔で地震が発生するか」という情報のみを用いて地

震発生確率を計算する。例えば、「今後 30年以内に地震が発生する確率」は、左下図の「水色

の面積÷（水色の面積＋黄色の面積）」となる。現在からの年数と、その時点から 30年以内に

再び地震が発生する確率は、右下図のようになる。この場合、ある基準日から 30 年以内に再

び地震が発生する確率は、基準日によらず一定となる。 

現実には「平均活動間隔」や「最新活動時期」の評価結果に幅がある場合が多いので、確率

論的地震動予測地図を作成する際には、両者の中央の値を代表値として地震発生確率を計算す

る「平均ケース」と、評価された確率の最大値を用いる「最大ケース」とを各々考えている。 
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